
文部科学省の科学技術政策の今
後の方向性の検討に当たって
特に議論が必要な論点（案）

2018年11月
塚本 恵

第22回総合政策特別委
員会（H30.11.15）

塚本委員提出資料



議論するべきこと(案）：

• 公的資金の使い勝手の効率化等：第6期の科学技術基本計画の策定に向け、公的研究資金の確保を図る必要があるが、東京オリン
ピック後の我が国財政事情を考えると、公的資金の効率的・合理的使用についても検討を行うべきである。研究自体にかかる資金を
減らすのではなく、管理的なコストとなって人手をかけていた部分等を、ICTやAIの技術の活用によりワークロード軽減するなどしてはど
うか。不正の検知・予防等も可能となってきているので拠出側の生産性も向上しうるのではないか。執行面における実情を把握すると
ともに、必要であれば海外事情を調査し、国内事情と比較してはどうか。

• 研究データの管理・マネジメント等：データが新たな資源として価値をもつ時代となり、データのガバナンス、管理等についての議論が
活発化している。研究活動から生じる研究データの在り方についても今日的な検討を行うべきではないか。特に公的資金が投じられた
研究データについては、グローバルな動向も見据えつつ、その帰属や管理の在り方を検討すべきではないか。同時に研究者がデータ
を囲い込まないようにするためのインセンティブ設計を考えるべきではないか。

• 今後成長著しい国との戦略的研究提携等面的イノベーション戦略：中期長期の国力の伸びを踏まえ、日本がすでに外交的関係のあ
るRCEP（東アジア地域包括的経済連携：交渉参加国：インドネシア，カンボジア，シンガポール，タイ，フィリピン，ブルネイ，ベトナム，マ
レーシア，ミャンマー，ラオス＋日本，中国，韓国，オーストラリア，ニュージーランド，インド＞）、TICAD（Tokyo International Conference 
of African Development ）等のフレーム等も使って、文部科学省主導の各国の大学、研究者との学術･研究的イノベーション対話等を
実施してはどうか

• 留学生の優先的招聘
• サポート対象国の研究者が日本の研究者と組んでの提案についての資金提供 等
（eg EU Horizon 2020）等 http://ec.europa.eu/research/iscp/index.cfm?pg=countries）

https://ec.europa.eu/research/iscp/index.cfm?pg=news_by_country&countryname=japan



参考：世界人口の推移（1950-2050年）と日本

年次

世界 日本

(100万人) アジア
北アメリ
カ

南アメリ
カ

ヨーロッ
パ

アフ
リカ

オセアニア
人数(100万

人)
比率

1950 2,525 1,394 227 114 549 229 13 84 3.33%

1960 3,018 1,687 276 149 606 285 16 94 3.11%

1970 3,682 2,120 326 193 657 366 20 105 2.84%

1980 4,440 2,626 376 243 694 478 23 117 2.64%

1990 5,310 3,202 430 298 721 632 27 124 2.33%

2000 6,127 3,714 491 350 726 814 31 127 2.07%

2010 6,930 4,170 547 397 735 1,044 36 128 1.85%

2020 7,758 4,598 600 438 740 1,340 42 124 1.60%

2030 8,501 4,923 646 471 734 1,679 47 117 1.37%

2040 9,157 5,144 683 494 721 2,063 52 107 1.17%

2050 9,725 5,267 710 507 707 2,478 57 97 1.00%

a 総務省統計局「国勢調査結果」，「人口推計」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」による。

中長期を踏まえ、欧米に加えて、アジア、アフリカ各国等の研究者と日本の研究者の
コラボレーションのさらなる促進？



参考：国別人口予想(2018-2100年）と日本

2018年
75億9717万人

2028年←短期
83億5982万人

2038年←中期
90億3234万人

2100年←長期
112億1912万人

https://www.populationpyramid.net/ja/%E5%90%84%E5%9B%BD%E3%81%AE%E4%BA%BA%E5%8F%A3/2018/

日本は14位 日本は29位

2048年
96億1986万人

日本は、ロシア、
ベトナムについで16位



参考：会社を取り巻く環境

• 世界の時価総額比較
(平成元年と平成30年）

• 2048年、30年後を予想
できるだろうか。

https://diamond.jp/articles/-/177641?page=2


